
１　賃金

 (1) 事業所規模５人以上

 (2) 事業所規模30人以上

調査結果のあらまし(常用労働者)

　２月の現金給与総額は、規模５人以上で前年同月比 1.2％増加の 337,887円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 0.3％増加、情報通信業 1.0％増加、卸売業，小売
業 1.7％増加となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 0.2％増加の 326,536円となっ
た。また、所定内給与は、同 0.3％増加の 304,742円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 1.6％増加、情報通信業
0.8％増加、卸売業，小売業 2.4％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 1.5％増加となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図１、表１、第15表）

　２月の現金給与総額は、規模 30人以上で前年同月比 1.3％増加の 368,950円となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 0.9％減少、情報通信業 0.4％増加、卸売業，小売
業 7.4％増加となった。
  現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 0.5％増加の 359,013円となっ
た。また、所定内給与は、前年同月比 0.6％増加の 333,095円となった。
  主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比をみると、製造業 1.4％増加、情報通信業
0.5％増加、卸売業，小売業 4.5％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 1.5％増加となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表１、第15表）
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図１ 賃金の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－



平成29年２月分

（単位：　円・％）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

337,887 1.2 326,536 0.2 304,742 0.3 21,794 11,351

412,243 0.9 399,095 -0.3 357,348 -1.5 41,747 13,148

406,640 0.3 400,329 1.6 373,153 1.8 27,176 6,311

459,436 -6.4 457,637 -6.6 405,150 -7.7 52,487 1,799

407,694 1.0 398,629 0.8 366,506 2.0 32,123 9,065

372,878 -0.4 370,815 -0.3 320,999 -1.1 49,816 2,063

325,057 1.7 312,432 2.4 298,795 2.6 13,637 12,625

549,819 14.3 486,926 3.3 457,332 3.8 29,594 62,893

390,147 7.7 374,869 5.7 351,752 5.8 23,117 15,278

442,925 7.1 412,468 0.5 386,641 0.1 25,827 30,457

133,234 -4.4 132,326 -4.4 124,164 -4.1 8,162 908

206,518 -1.9 203,034 -1.1 193,590 -1.6 9,444 3,484

318,359 -3.1 315,976 -3.2 306,404 -3.4 9,572 2,383

276,735 -1.7 272,714 0.6 259,363 0.3 13,351 4,021

329,615 -2.5 329,587 -2.1 314,185 -0.6 15,402 28

265,899 -5.2 261,105 -4.5 243,067 -4.6 18,038 4,794

368,950 1.3 359,013 0.5 333,095 0.6 25,918 9,937

448,584 4.4 429,007 2.7 375,873 1.8 53,134 19,577

426,624 -0.9 422,051 1.4 389,549 1.2 32,502 4,573

479,928 1.2 479,900 1.3 425,200 0.3 54,700 28

415,396 0.4 407,062 0.5 372,502 1.8 34,560 8,334

384,604 -1.0 383,179 -1.0 329,554 -1.9 53,625 1,425

371,049 7.4 354,323 4.5 337,334 4.5 16,989 16,726

502,485 -0.1 493,892 -0.5 461,717 -0.2 32,175 8,593

430,509 10.7 412,670 8.4 390,349 9.3 22,321 17,839

475,340 7.0 434,466 -1.3 406,451 -1.4 28,015 40,874

163,419 -1.2 162,555 -0.5 153,562 0.1 8,993 864

203,756 -1.4 200,445 -1.9 190,601 -1.7 9,844 3,311

346,882 -2.9 344,719 -2.7 333,586 -3.1 11,133 2,163

299,120 -3.8 293,763 -0.9 278,208 -1.3 15,555 5,357

347,322 -3.2 347,286 -3.1 325,273 -3.0 22,013 36

260,214 -5.1 255,455 -4.7 237,673 -4.1 17,782 4,759

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス業,娯楽業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

電気・ガス・熱供給・水道業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス業,娯楽業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

（事業所規模30人以上）

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

サービス業（他に分類されないもの）

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

表１　月 間 現 金 給 与 額　

産　　業

 現 金 給 与 総 額 きまって支給する給与

特別に支払
われた給与所 定 内

給 与
所 定 外
給 与

（事業所規模５人以上）

調 査 産 業 計

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

電気・ガス・熱供給・水道業

建 設 業

製 造 業



２　労働時間

 (1) 事業所規模５人以上

 (2) 事業所規模30人以上

　２月の総実労働時間数は、規模５人以上で前年同月比 1.0％減少の 141.6時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 1.1％減少の 130.0時間、所定外労働
時間数は、同 0.9％減少の 11.6時間となった。
  主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 12.2時間（前年同月比 2.8％減少）、情報通信業
17.9時間（同 9.1％減少）、卸売業，小売業 8.0時間（同 1.1％増加）となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図２、表２）

　２月の総実労働時間数は、規模 30人以上で前年同月比 0.7％減少の 144.6時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 0.6％減少の 131.7時間、所定外労働
時間数は、同 1.3％減少の 12.9時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 13.9時間（前年同月比 2.3％増加）、情報通信業
18.6時間（同 8.8％減少）、卸売業，小売業 9.2時間（同 2.0％増加）となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表２）
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図２－１ 労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－

図２－２ 所定外労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－



平成29年２月分

（単位：　日・時間・％）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

（事業所規模５人以上）

17.8 141.6 -1.0 130.0 -1.1 11.6 -0.9

20.8 183.4 2.0 159.8 -0.6 23.6 24.5

19.3 160.0 1.5 147.8 1.8 12.2 -2.8

18.4 157.0 -4.1 143.2 -0.8 13.8 -28.6

18.6 159.6 -0.1 141.7 1.0 17.9 -9.1

19.2 164.0 0.2 145.2 0.1 18.8 0.1

18.0 139.5 0.5 131.5 0.5 8.0 1.1

17.7 146.6 0.0 129.9 0.3 16.7 -2.3

18.8 154.4 -0.3 140.4 -0.6 14.0 3.9

18.9 159.3 2.3 141.9 1.8 17.4 6.1

13.9 97.3 -7.1 91.2 -7.2 6.1 -7.4

16.5 124.9 -8.0 118.6 -8.5 6.3 3.0

15.1 110.3 -2.0 105.9 -1.7 4.4 -4.8

17.1 123.0 -2.7 117.5 -2.5 5.5 -7.5

18.0 142.0 -1.2 135.9 1.8 6.1 -41.2

17.9 137.3 -3.8 127.2 -3.7 10.1 -6.6

（事業所規模30人以上）

18.0 144.6 -0.7 131.7 -0.6 12.9 -1.3

20.3 184.9 2.6 157.4 -0.2 27.5 23.2

18.8 158.6 1.8 144.7 1.7 13.9 2.3

18.3 157.5 -3.9 144.4 0.3 13.1 -34.1

18.5 159.6 0.1 141.0 1.4 18.6 -8.8

19.0 162.2 -0.2 143.7 -0.1 18.5 -1.6

18.3 142.8 0.8 133.6 0.6 9.2 2.0

17.6 146.5 -0.7 128.7 0.1 17.8 -6.4

19.0 153.7 2.0 140.4 2.9 13.3 -6.4

18.6 156.2 0.4 138.0 0.2 18.2 2.5

15.2 106.1 -1.9 98.8 -2.8 7.3 13.1

16.1 118.2 -6.7 111.7 -6.7 6.5 -7.1

15.2 112.3 -0.5 107.5 -0.6 4.8 5.3

17.5 125.7 -4.1 119.8 -4.0 5.9 -7.2

18.5 141.7 -4.6 133.4 -2.1 8.3 -32.8

17.8 135.8 -4.5 125.7 -4.1 10.1 -9.8

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス業,娯楽業

運 輸 業 , 郵 便 業

生活関連サービス業,娯楽業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

表２　月間出勤日数及び実労働時間数　

産　　業 出 勤 日 数
総 実
労 働

時 間 数

所 定 内
労 働

時 間 数

調 査 産 業 計

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

所 定 外
労 働

時 間 数

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業



３　雇用

 (1) 事業所規模５人以上

　

 (2) 事業所規模30人以上

　

　２月の常用労働者数は、規模５人以上で前年同月比 1.3％増加の 7,374千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 2.2％減少、情報通信業 1.0％増加、卸売業，小売
業 2.1％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.4ポイント上昇し、25.0％となっ
た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図３、表３）

　２月の常用労働者数は、規模30人以上で前年同月比 0.5％増加の 5,062千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 2.5％減少、情報通信業 1.1％増加、卸売業，小売
業 0.5％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.2ポイント上昇し、19.5％となっ
た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表３）
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図３－１ 常用雇用者数の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－

図３－２ パートタイム労働者比率の推移（前年同月差） －調査産業計、５人以上－



平成29年２月分

（単位：　人・％・ポイント）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 差

前 年
同 月 差

前 年
同 月 差

（事業所規模５人以上）

7,374,202 1.3 1.6 -0.1 1.8 -0.0 25.0 0.4

346,368 0.7 0.6 -0.3 0.9 0.0 2.8 0.9

654,227 -2.2 1.1 0.4 0.9 -0.1 6.6 -1.7

17,168 3.0 0.0 -0.0 0.5 -0.2 6.0 4.7

775,046 1.0 0.6 -0.3 0.9 -0.1 3.0 -0.1

447,216 -2.1 0.8 -1.1 1.4 -0.2 10.9 -1.8

1,449,921 2.1 1.8 0.1 1.7 -0.1 30.5 -1.1

394,560 2.7 0.7 0.0 1.1 0.0 8.3 -0.8

202,927 3.7 1.6 -0.1 1.3 -0.1 15.7 1.0

405,334 2.6 1.5 0.2 0.9 -0.2 9.5 1.7

631,941 1.4 4.4 0.6 4.8 0.0 77.0 3.0

225,626 3.0 2.5 -0.5 3.0 0.0 47.4 4.4

421,130 1.3 1.2 -0.5 3.3 0.8 35.2 3.2

587,728 3.4 1.1 -0.4 1.6 -0.2 33.0 -1.6

20,610 -0.7 0.9 -0.4 0.7 -0.4 19.5 2.5

794,400 1.3 2.4 -0.6 2.2 -0.0 29.3 1.8

（事業所規模30人以上）

5,062,340 0.5 1.4 -0.1 1.6 0.1 19.5 0.2

213,469 -0.3 0.3 -0.2 0.5 0.1 0.6 0.0

493,823 -2.5 1.2 0.5 0.9 -0.0 5.1 -1.2

13,858 1.2 0.0 -0.1 0.6 -0.3 4.0 2.4

652,408 1.1 0.6 -0.2 0.8 -0.1 2.5 0.1

365,686 -2.3 0.9 -1.2 1.5 -0.2 9.9 -1.7

856,354 0.5 1.4 -0.1 1.5 -0.1 24.3 -2.0

333,078 3.5 0.7 -0.0 1.0 0.1 8.8 0.1

130,466 1.1 0.9 -0.0 1.3 0.1 12.7 -2.2

292,314 3.5 1.1 0.2 0.7 -0.2 8.1 4.0

211,361 -2.5 4.9 1.4 3.4 0.7 69.3 1.1

121,198 1.8 3.1 0.4 2.9 -0.2 52.2 5.7

331,754 0.9 1.0 -0.6 3.8 1.1 31.2 2.2

392,753 1.3 0.8 -0.2 1.5 0.1 29.1 0.9

6,732 -6.6 1.0 -2.2 2.1 -0.3 18.4 8.4

647,086 1.0 2.7 -0.4 2.5 0.2 30.7 1.2

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生活関連サービス業,娯楽業

運 輸 業 , 郵 便 業

生活関連サービス業,娯楽業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

表３　常用雇用者数及び労働異動率  

産　　業
常 用

労 働 者 数

パートタイム
労働者比率

入 職 率

調 査 産 業 計

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

離 職 率

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業


